UL Japan 電波法「登録証明機関」業務範囲／第13号
小電力セキュリティ 

	試験項目
	技術基準等

		Type 1＆2

	Type 3＆4


	割当周波数または指定周波数
[電波法施行規則 第六条4項三]
	426.25 ～ 426.8375MHz

	426.2625 ～ 426.8375MHz


	通信方式

	主として火災、盗難、その他非常の通報、又はこれに付随する
制御を行うものであって、単向通信方式、単信方式又は同報通信方式


	電波の型式

	F1D、F2D、G1D


	チャンネル数または間隔 

	48
12.5kHz

	24
25kHz


	周波数の偏差 （×10-6）
[無線設備規則 別表一 注41]
	Type 1 ： 10　
Type 2 ： 4 

	Type 3 ： 10　
Type 4 ： 4


	占有周波 数帯幅の許容値
[無線設備規則 別表二 第29]
	Type 1 ： 4kHz以下

Type 2 ： 4～8.5kHz
	Type 3 ： 8.5～12kHz　 
Type 4 ： 12～16kHz


	スプリアス発射の強度の許容値
[無線設備規則第七条]
	2.5μW


	空中線電力

指定値[電波法施行規則 第六条4項三]
偏 差
[無線設備規則 第十四条1項表]
	指定値 ：1W以下

偏 　差 ： ＋20％　　－50％


	隣接CH 漏洩電力の許容値
[無線設備規則 第四十九条の十七]
	① 

占有周波数帯幅4kHz 以下（Type1）：

搬送波から12.5kHz離れた周波数±2kHzにおいて、－40dB 以下
②

占有周波数帯幅4～8.5kHz（Type2）：

搬送波から12.5kHz離れた周波数±4.25kHzにおいて、－40dB以下

③

占有周波数帯幅8.5～12kHz（Type3）：

搬送波から25kHz離れた周波数±6kHzにおいて、－40dB以下

④

占有周波数帯幅12～16kHz（Type4）：
搬送波から25kHz離れた周波数±8kHzにおいて、－40dB以下


	副次的に 発する電波等の限度
[無線設備規則 第二十四条]
	4nW


	混信防止 機能
[無線設備規則 第九条の四、九]
[無線設備規則 第四十九条の十七]
	【識別装置】
識別符号を送信または受信するもの
【通信時間制限装置】
送信時間は3秒以内、休止時間は2秒を超えること。ただし、最初に電波を発射してから3秒以内に再送信を行う場合は、送信休止時間を設けずに送信を行うことができる。

	筐体
[無線設備規則 告示第49号]
	無線設備は、一の筐体に収められて おり、かつ、容易に開けられないこと。ただし、次に示すものは除かれる。 

*

送受信装置の動作の状態を表示する表示器

*

音量調整器およびスケルチ調整器

*

周波数切替装置

*

送受信の切替器

*

識別符号設定器およびデータ信号附属装置、その他これに準ずるもの
＊
空中線

	その他
[無線設備規則 第四十九条の十七]
	給電線および接地装置を有しないこと
送信空中線は、次の技術的条件に適合すること。

(１) 送信空中線は、その絶対利得が2.14dBi以下であること。ただし、等価等方輻射電力が絶対利得2.14dBiの送信空中線に0.01Wの空中線電力を加えたときの値を超える場合はその超えた分を空中線の利得で減ずるものとし、当該値以下となる場合はその低下分を空中線の利得で補うことができるものとする。

(２) 送信空中線が一の筐体に収められていない場合にあっては、その送信空中線の絶対利得は0dBi以上であり、かつ、等価等方輻射電力が絶対利得2.14dBiの送信空中線に0.01Wの空中線電力を加えたときの値以下であること。
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